
 
 

垂水市新行政改革大綱 

推進計画 
 
 
 

（計画期間） 
平成１９年度から 
平成２１年度まで 



(1)公正で透明な市政の推進

(2)市民参画の推進

④公共工事の入札・契約制度の調査研究

③広聴機能の充実

②広報機能の充実

①行政情報共有化の推進

①行政サービスの拡大

②事務手続きの簡素化

①指定管理者制度の導入

⑤個人情報保護制度の充実

①市民参画の推進

②審議会等の活性化

③男女共同参画の推進

④ボランティア、ＮＰＯとの連携、協働

⑤コミュニティの育成

(2) 事務の効率化の推進 ①事務事業の見直し

②広域行政の推進

②その他の公共施設の民営化等

(4) 民営化等の推進 ①給食センターの業務委託

(3) 健全な財政運営 ①収入の確保

②受益者負担の適正化

③経費の節減

(1) 定員管理の適正化 ①職員数の削減

②勧奨退職の促進

　　　　　　　　　　行　政　改　革　大　綱　体　系　図

1 市民の参画と協働

②小中学校の統廃合

③公共施設の有効利用の充実

(7) 電子市役所の推進

④投資的経費の見直しと重点化

⑤公債費の縮減

(2) 給与の適正化 ①給与の適正化

②能力評価等の導入

①組織・機構の見直し

②グループ制の導入及び勤務時間の弾力的運用

③支所の見直し

(5) 新たな人事管理制度の検討

(1) 行政評価システムの推進

(4) 人的資源の有効活用 ①職員の意識改革

②職場内外の研修

③女性職員の登用

(2) 民間活力導入の推進

市
民
参
画
型
の
自
立
し
た
行
政

(5) 公共施設の効果的・効率的
な配置と管理運営

２ 簡素かつ効率的
な行政の推進

４ 行政評価システ
ム等の推進

３ 行政体制の整備
と職員の意識改革

(1) 利便性の高い市民サービス
の提供

(6) 各種団体等の効果的・効率
的な運営

(3) 弾力的かつ効果的な組織体
制の確保



「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 １－（１）－① 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
開示基準の明確
化

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → ○ ◎

目標値
又は成果

各課情報開示基
準の検討

各課情報開示基
準の検討

基準の明確化と
試行

開示基準の運用

計画番号 １－（１）－① 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
行政トピックスの
ページ数（お知らせ
版含む）

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

月平均２４
ページ

月平均２４
ページ

月平均２４
ページ

月平均２４
ページ

計画番号 １－（１）－① 担当課 企画課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
各課保有情報の
ホームページ掲載
割合

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

20% 30% 40% 50%

計画番号 １－（１）－② 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
市民編集委員に
よる掲載回数

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

年１回以上 年１回以上 年１回以上 年１回以上

行政情報共有化の推進

行政情報共有化の意義の理解と意識改革

より市民の目線に立った広報紙づくり

市民編集委員による市民の目線に立った親しみのある市民参加型
の広報紙づくりに努める。

より親しまれる情報提供

協働のまちづくり

積極的な提供により信頼感が築
かれ、市民参画が図られる

行政情報共有化の推進

各課が保有している情報についてネットワークを通じた共有化の
推進を図る

行政情報共有化の推進

行政情報の各課の開示基準の検討を進め，積極的な情報提供を推
進する。

職員の市民との情報共有化意識
の醸成と市民の市政参画意識の
向上
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 １－（１）－② 担当課 企画課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 年間アクセス数

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

３０万件 ３０万件 ３０万件 ３０万件

計画番号 １－（１）－② 担当課 学校教育課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 市報への掲載

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

市報に随時掲載 市報に随時掲載 市報に随時掲載 市報に随時掲載

計画番号 １－（１）－② 担当課 社会教育課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 実施件数／年

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

５件 ７件 ９件 １０件

計画番号 １－（１）－③ 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 データベース化

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

データベース化
の調査・研究

データベース化
の調査・研究

データベース化
の実施

データベース化
の実施

市民の声を反映させる体制づくり

わかりやすいホームページのメニューの作成

生涯学習出前講座の実施

１階市長席、市長へのメッセージ及びメール等により市民の声の把握に
努め、データベース化する。

誰でも利用しやすいホームページとし、双方向の情報提供を促進
する

必要な情報を即時に提供

学校教育課だよりの充実

各学校の教育活動の紹介、学校教育課施策の周知等市報に掲載し
情報の提供を積極的に行う

公正で透明な市政の推進

現在３６ある出前講座を、市民のニーズにマッチした講座内容の
設定に努めるとともに、幅広く広報して周知を図る。

新規の受け入れ団体の増加によ
り、多様な情報提供が図られる

市民の声の政策反映
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 １-（１）-③ 担当課 企画課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 制度の導入

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ ◎ → →

目標値
又は成果

調査・研究 制度導入・運用 制度運用 制度運用

計画番号 １-（１）-③ 担当課 土木課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
実施数
要望件数

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

18.8%（15/80) 20% 20% 20%

計画番号 １-（１）-③ 担当課 議会事務局
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 　年間傍聴人員

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

５０人 ５５人 ６０人 ６５人

計画番号 １－（１）－⑤ 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
適正な個人情報
の管理

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

適正な個人情報
の管理

適正な個人情報
の管理

適正な個人情報
の管理

適正な個人情報
の管理

個人情報の適正な取扱いとプライバシー保護を推進する。

個人情報の流出等の防止

個人情報保護制度の充実

　市民の市政への関心の高まり

パブリック・コメント制度の導入

土木行政における広聴機能の充実

　総合計画等市の基本的な政策を定める計画の策定や市の基本的な制度
や方針を定める条例の制定等にあたり、事前にその内容を公表し、提出
された意見を考慮して意思決定を行う制度を導入する。

市民の声を市政に反映させ、公正
で透明な市政の推進が図られる

　広聴機能の充実

土木行政に反映させるために行政連絡会、市民相談サービス課等
に寄せられる市民のニーズや声を積極的に把握する。

予め、行政連絡等で市民のニーズ
を聞くことで、予算の適切な配
分、執行が期待できる。

　議会だよりで議会傍聴の呼びかけを掲載し、市民の参加を促
す。
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 1-（２）-① 担当課 企画課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 条例の制定

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ △ ◎

目標値
又は成果

実態把握
調査・研究

ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ
立ち上げ
調査・研究

市民参画体制
づくりの構築
市民の意見聴
取

自治基本条例
の制定

計画番号 1-（２）-① 担当課 教委総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 協議会等の設置

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

中学校統合準備委員
会・中学校統合地区

別協議会の設置

中学校統合準備委員
会・中学校統合地区
別協議会による協議

中学校統合準備委員
会・中学校統合地区
別協議会による協議

中学校統合準備委員
会・中学校統合地区
別協議会による協議

計画番号 １－（２）－② 担当課 企画課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標

女性委員の登
用・公募及び
会議・議事録
公開

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ○ ○ ○ ○

目標値
又は成果

段階的実施 段階的実施 段階的実施 段階的実施

計画番号 １－（２）－② 担当課 農林課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 協議会の統合

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

各協議会等の目的
と運営方法を検討

各協議会等の目的
と運営方法を検討

条例、要綱、要領
等の廃止、新設 運用

自治基本条例の制定及び各種施策の実施

　市民参画の実現に向けての自治基本条例を制定し、市民参画
の推進のための体制づくりと各種施策の検討実施を行う

市民自治都市の実現

審議会等の活性化及び運営方法の改善

市民参画の推進

小中学校統合問題について地域住民や保護者の意見等が反映で
きる体制づくりを進める。中学校統合準備委員会、中学校統合
地区別協議会の設置

教育環境の充実

協議会回数の削減及び委員減少
による謝金の削減

　審議会等への女性委員の登用及び委員の公募を推進し、審議
会等の運営方法の改善として会議及び議事録を原則公開とする

審議会の充実及び合理化

垂水市農業振興地域整備促進協議会、垂水市経営・生産対策推
進協議会、垂水市水田農業推進連絡協議会、垂水市むらづくり
推進連絡会　以上の協議会を統合する。

農政に関する協議会等の統合
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 １－（２）－② 担当課 商工観光課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 定員の削減

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

１０人 １０人 １０人 １０人

計画番号 １-（２）-② 担当課 議会事務局
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
　議員参加の審議
会等及び人員の削
減

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

参加議員
のべ３９人

参加議員
のべ３５人

参加議員
のべ３０人

参加議員
のべ２５人

計画番号 １-（２）-② 担当課 学校教育課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 委員見直し

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

随時見直し 随時見直し 随時見直し 随時見直し

計画番号 １－（２）－③ 担当課 企画課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
条例の制定及
びプランの作
成

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

調査・研究
ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ
立ち上げ
調査・研究

プランの作成
及び条例制定

運用

委員会等の活性化

男女共同参画の推進、市民参画
の推進

男女共同参画条例の制定及びプランの作成

　男女共同参画条例を制定し、男女共同参画プランを作成する

男女共同参画の実現

附属機関の委員見直し

奨学生選考委員の削減（市議会議員を除き、学識経験者を登
用）を実施する。また、就学指導委員会委員の充実を図る。

　審議会等の議員数の削減

　２６の審議会等に議員が参画しているが、より活性化を図る
とともに市民ニーズに応えるため、幅広く市民を参画させてい
く。（各担当課に削減依頼中）

　審議会の活性化

垂水市観光開発審議会の活性化

観光開発審議会に於いて、定員の削減を行い併せて現在設けて
いる議員枠、職員枠の見直しを行い組織の活性化を図る
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 １－（２）－③ 担当課 農林課 
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
審議会等の委員
構成の割合

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

女性委員の参画
割合の検討

女性委員の参画
割合の検討

女性委員の参画
割合の決定

運用

計画番号 １－（２）－④ 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 回数

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

年３回 年３回 年３回 年３回

計画番号 １－（２）－④ 担当課 企画課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 協働事業数

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ○ ◎

目標値
又は成果

実態把握
調査・研究

ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ
立ち上げ
調査・研究

５事業 １０事業

計画番号 １－（２）－④ 担当課 土木課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 延参加人員

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

7,000人 7,200人 7,400人 7,600人

国道の緑地帯整備等様々な分野で活動する団体を支援するとともに、
市民参加の協力の下、市内全体の環境整備の推進を図る。

市民活動団体の育成、及び増加、人材の育
成、リーダーの養成を図ることができ、市
民と一体となった環境整備ができる

課長会と市民とのボランティア活動を推進していく。

協働のまちづくり

各協議会での女性委員の登用

　高齢者福祉や環境保全などさまざまな分野でのニーズが高ま
るので、ボランティア活動の活性化につながる支援体制づくり
への取り組み

行政との協働事業の実現

男女共同参画プラン策定に向けて、各協議会での女性委員の参
画割合の検討

男女共同参画社会の実現

課長会によるボランティア活動の推進

市民活動団体の支援体制づくり

市民参加による市内全体の環境整備の推進
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 １－（２）－④ 担当課 社会教育課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 登録人員

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

１０６人 １１０人 １２０人 １３０人

計画番号 １－（２）－⑤ 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
自主防災組織
率の向上

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

組織率３０％ 組織率５０％ 組織率７０％ 組織率９０％

計画番号 １－（２）－⑤ 担当課 企画課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
リーダー育成
及び支援策実
施

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ○ ○ ○ ◎

目標値
又は成果

鹿児島大学公
開講座の実施
地域活動への
支援策の検討

リーダー育成
事業の実施
地域活動への
支援策の検討

コミュニ
ティー活動の
バックアップ

コミュニ
ティー活動の
バックアップ

計画番号 １－(２)－⑤ 担当課 市民相談サービス課

推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 支援体制策の実施

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

支援体制策の実施 支援体制策の実施 支援体制策の実施 支援体制策の実施

ボランティア活動に取り組む人
材の育成

ボランティア活動の支援体制作り

ボランティア少年団の活動の広がりと活性化を図る。

広域的なコミュニティ活動が展
開できる

市民自治都市の実現

コミュニティ活動の推進体制

振興会内の高齢化や人口減が進行している中で、新たな時代や
ニーズに対応した組織づくりが望まれていることから、振興会
組織の再編について支援する。

コミュニティ活動のバックアップ

　コミュニティリーダーを育成し、地域活動に対する支援体制
づくりに取り組む

自主防災組織の育成

地域住民が連帯感に基づき，自主的に防災活動を行う自主防災
組織を育成する。

市民及び地域の連帯感と防災意
識の醸成
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（１）－① 担当課 税務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 夕窓実施

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ○ ○ ◎ →

目標値
又は成果

試行 試行 実施 実施

計画番号 ２－（１）－① 担当課 税務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 証明書発行

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

見直しの検討 金融機関との調整 証明書発行 証明書発行

計画番号 ２－（１）－① 担当課 市民課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 国保対象者数

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

研究・調査 検討 9,300人 9,300人

計画番号 ２－（１）－① 担当課 市民課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 制度利用者

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

広報・案内 ３５人 ３５人 ３５人

回収から交付までの期間の医療受
診の改善と振興会長の負担の軽
減。

出産育児一時金受領委任払いの実施

出産育児一時金の受領権を被保険者の属する世帯の世帯主が医療機
関等に委任し、保険者である垂水市が当該医療機関等に対し出産育
児一時金を直接支払う

被保険者等が医療機関等の窓口におい
て出産費用を支払う負担の軽減

口座振替による軽自動車税納税者の車検用証明書を、５月末及
び６月初めに車検を受ける市民にも交付できるようにする。

証明書が発行できることで、
市民サービスが向上する。

国保事業に関わる市民サービスの向上

カード式保険証・高齢受給者証の毎年更新時の回収をとりやめ
る。

税務課窓口の時間延長

税務課全般の窓口業務を時間延長する。（平成１７年１０月か
ら毎週木曜日午後７時まで実施）

市民サービス及び収納率の向
上

軽自動車の納税証明書の改善

8



「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（１）－① 担当課 市民課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
４０歳以上の
対象者

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

研究・調査 研究・調査 4,800人 4,900人

計画番号 ２－（１）－① 担当課 市民課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
マニュアル作
成

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ ○ ◎ →

目標値
又は成果

調査 試行・研修 実施 実施

計画番号 ２－（１）－① 担当課 市民課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 夕窓実施

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ○ ○ ◎ →

目標値
又は成果

試行 試行 実施 実施

計画番号 ２－（１）－① 担当課 商工観光課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 利用率の向上

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

施設内容検討、
実施設計作成

造成工事、管理
運営体制の検討

２，０００人 ３，５００人

猿ヶ城渓谷の整備・利用促進

猿ヶ城渓谷のキャンプ場を、市内外の市民のニーズに応えた形
態で新設し市民サービスの拡充を図る。併せて本市観光のＰＲ
活動と収益の改善を図る

行政サービスの拡大

窓口業務のマニュアル作成（特に法令改正等に伴うもの）と段階的
実施により，日常業務及び人事異動時のスムーズな業務体制をつく
る

業務体制の確立

市民課全般の窓口業務を時間延長する。（平成１７年１０月か
ら毎週木曜日午後７時まで実施）

通常業務時間外の証明書の取
得による市民サービスの向上

市民課窓口の時間延長

国保による検診事業の推進

糖尿病等に着目した健康診査及び保健指導を行う

生活習慣病対策と医療費適正
化

窓口業務の体制作り
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（１）－① 担当課 水道課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 収納率の向上

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

啓発・推進 啓発・推進 啓発・推進 啓発・推進

計画番号 ２－（１）－① 担当課 学校教育課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 ＰＤＦ化文書数

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

１００件 １２５件 １５０件 １７５件

計画番号 ２－（１）－② 担当課 税務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 様式の簡素化

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

検討 検討 実施 実施

計画番号 ２－（１）－② 担当課 社会教育課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 条例改正

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

実施 実施 実施 実施

１．水道課窓口水道料金納付来訪者への推進
２．市報等による市民への周知推進

納期内納入の促進

各種申請書様式の押印廃止，視聴覚室等の申し込み手続きの簡
素化を図る。

申請書等の簡素化による事務
軽減

学校間メールの活用

国・県から大量に送付される通知文等のＰＤＦ化を行い、各学
校にメール送信など、ＰＣを利用した情報の交換を積極的に進
める

事務の簡素化、用紙の削減等

各種申請書様式の簡素化

各種申請書様式の簡素化

押印を廃止するなど各種申請書の様式の簡素化を図ることによ
り、市民の申請手続きの軽減に資する。

口座振替及びコンビニでの水道料金納付の推進

各種申請書の簡素化による事
務軽減
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（１）－② 担当課 市民課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 様式の簡素化

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ○ ◎ → →

目標値
又は成果

調査・試行 修正・実施 実施 実施

事務手続きの簡素化

戸籍・住民基本台帳請求書用紙の改良
（法令改正については順次行う）

請求書の簡素化による事務軽
減
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（２）－① 担当課 企画課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
複数課の
情報統合

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ ○ ◎ →

目標値
又は成果

導入計画
庁内システム
構築

運用開始 運用

計画番号 ２－（２）－① 担当課 会計課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
歳入日次処理
システム作成

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

システム作成 運用 運用 運用

計画番号 ２－（２）－① 担当課 税務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 システム導入

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ ◎ → →

目標値
又は成果

システム導入検討 システム導入 運用 運用

計画番号 ２－（２）－① 担当課 土木課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 統合及び削減数

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ ◎ → →

目標値
又は成果

調査検討 対18年比1減 対18年比1減 対18年比2減

迅速な滞納事務処理により、収
納率が向上する。

土木課における事務事業の検討

課で執行する各事務事業を見直し、市民ニーズの少ない事業の
廃止、及び民間委託等を含め検討する。

市民のニーズにあった事業を進めることに
より、予算の適正化、効率化が図られる。

歳入の日次処理において、収入票の入力による日計表の作成か
ら財務会計システムでの収入処理及び会計ごとの資金状況の管
理までを一元処理できるシステムを作成する。

当該事務の軽減による資産運用
事務へのシフト（収入確保策）

市税収納率の向上

滞納管理システムの導入により、納税義務者の滞納状況から滞
納処理までの流れを統一的に把握し、滞納整理事務の軽減化を
図る。

総合型ＧＩＳ（地理情報システム）の導入

共用可能な地図データを多目的に利用できるシステムの構築
行政が作成した地図データの公開システムの構築

業務の効率化及び防災対策

歳入日次処理システムの構築
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（２）－② 担当課 消防本部
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 広域化

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

調査 調査 調査・研究 調査・研究

　消防組織法第31条に定める消防の体制の整備及び確立を図る
ことを目的に、市町村の消防の広域化について、調査・研究・
方策の検討

消防体制の整備及び確立

広域行政の推進
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（３）－① 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 広告料

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

９０万円
（７月実施）

１８０万円 １８０万円 １８０万円

計画番号 ２－（３）－① 担当課 企画課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 収入確保

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ ○ ◎ →

目標値
又は成果

基準整備 募集開始 運用開始 運用

計画番号 ２－（３）－① 担当課 財政課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
ネーミングラ
イツの導入

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ ◎ → →

目標値
又は成果

公共施設の選
定

公告事業の実
施

公告事業の実
施

公告事業の実
施

計画番号 ２－（３）－① 担当課 会計課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 基金等利子

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

８０万円 １５０万円 １５０万円 １５０万円

ネーミングライツの導入

市有財産を活用した広告事業として公共施設へのネーミングラ
イツ（命名権）の取り組み

公共施設の名称を企業に販売
し新たな歳入を得る。

基金管理システム作成等資産運用事務の拡充による運用益確保

ホームページ上に広告を受け付ける

ホームページの有効活用と収
入の確保が図られる

２３の基金及び歳計金並びに歳計外現金による４０本余の定期
預金等を一元的に管理するシステムを作成し、高利回り運用パ
ターンの検討等により運用益を確保する。

資産運用事務へのシフトによ
る運用益増を実現

市報への有料広告の掲載

自主財源の確保、事業所の活性化、市民への情報提供を目的とす
る。

自主財源の確保

バナー広告の導入
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（３）－① 担当課 税務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 滞納整理指導官委託

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ ◎ → →

目標値
又は成果

検討 滞納整理指導官委託 滞納整理指導官委託 滞納整理指導官委託

計画番号 ２－（３）－① 担当課 市民課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 保険税収納率

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

93.00% 93.50% 94.00% 94.50%

計画番号 ２－（３）－① 担当課 商工観光課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 基金造成

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

３００万円 １,０００万円 １,０００万円 １,０００万円

計画番号 ２－（３）－① 担当課 学校教育課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
未納分徴収率
１０％以上

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

徴収率10% 12% 13% 15%

・口座振替の勧奨
・県調整交付金事業による広報・案内活動の推進

・納税者の負担軽減
・収納率の向上

道の駅の利用促進

平成１7年４月に開設した道の駅たるみずの利用促進を積極的
に行い、収益の向上により利益の確保を行い将来的に必要とな
る維持補修費の確保のために「基金造成」を行い将来的な支出
抑制を図る。

将来的な投資経費の抑制

健全な財政運営

・奨学資金の未納、滞納者に対し連帯保証人への直接通知文発
送やセカンドスクール事業に対する保護者の一部負担金徴収な
ど積極的に行う

収入の確保

市税等の収入確保

滞納処分の実務に精通している滞納整理指導官（仮称）の指導
のもと、滞納処分を積極的に推進する。

市税等の滞納額が減少し、収
入確保が図られる。

収入の確保（国保税関連）
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（３）－② 担当課 保健福祉課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 150円／回

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ △ △

目標値
又は成果

調査・検討 調査・検討 調査・検討
使用料の見直し
を検討

計画番号 ２－（３）－② 担当課 農林課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 手数料の見直し

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

調査・検討 調査・検討 手数料の見直し 実施

計画番号 ２－（３）－② 担当課 水産課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 使用料,占用料の徴収

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

３８，０００円 ６５，０００円 ６５，０００円 ６５，０００円

計画番号 ２－（３）－② 担当課 農林課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
受益者負担金
の適正化

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

平成１７年度災
害より実施

災害状況
により協議

災害状況
により協議

災害状況
により協議

収支の改善

堆肥センタ－における搬入手数料の検討

受益と負担の公平を期するため、肝属地区一般廃棄物処理組合の新
ゴミ処理施設の稼働を機に条例改正を行い、生ゴミ処理手数料の適
正価格を検討し、畜ふんの処理手数料の有料化を実施。

堆肥センタ－における手数料の適
正価格の検討による収入の増。

農地災害復旧における受益者負担金

平成１７年度農地災害においては、財政課と協議し受益者負担
を補助残の２分の１を市が負担することとした。災害の状況に
より協議する必要がある。

受益者負担金の適正化及び生
産意欲

受益者負担の適正化

市管理漁港及び市有地の漁業用施設において、漁協が利用する
建物等の使用料・占用料の減免の見直しを実施する。

使用料,占用料の徴収及び適正
化

受益者負担の適正化

老人憩の家の使用料を平成１７年度から有料化しており、今後
は使用料が適正な額であるかを検討是正する。
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（３）－② 担当課 社会教育課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 使用料

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ ◎ → →

目標値
又は成果

改正による使用料
の増（年間１０万
円）

年間使用料
　１００万円

年間使用料
　１００万円

年間使用料
　１００万円

計画番号 ２－（３）－② 担当課 社会教育課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
社会体育施設年間
使用料（照明料含
む）

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ ◎ → →

目標値
又は成果

改正による使用料
の増（年間３００万
円）

年間使用料
５００万円

指定管理者運
用

指定管理者運
用

計画番号 ２－（３）－② 担当課 社会教育課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 使用料

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ ◎ → →

目標値
又は成果

改正による使用料
の増（年間１０万
円）

年間使用料
１１０万円

年間使用料
１１０万円

指定管理者運
用

計画番号 ２－（３）－③ 担当課 財政課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 歳出全般

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

個別に精査 個別に精査 個別に精査 個別に精査

使用料減免規定の見直し

文化会館の使用料減免規定を見直す

公平な負担

人件費の抑制、物件費・補助
費等の抑制により無駄のない
予算編成

使用料減免規定の見直し

市民館および地区公民館の使用料減免規定を見直す

公平な負担

使用料減免規定の見直し

現在、体育連盟、社会教育団体等に適用している使用料減免規
定の見直し作業

使用料の増収入

経費の削減

定員適正化計画による人件費の抑制(退職不補充、早期勧奨退
職、手当の縮減等)、補助事業や事務経費の節減を図り、歳出
削減に積極的に努力
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（３）－③ 担当課 保健福祉課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
単独事業の継続
的検討・見直し

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

単独事業の継続
的検討・見直し

単独事業の継続
的検討・見直し

単独事業の継続
的検討・見直し

単独事業の継続
的検討・見直し

計画番号 ２－（３）－③ 担当課 農林課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 ２～３名

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

調整 調整 実施 実施

計画番号 ２－（３）－③ 担当課 農林課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 １名減

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ ◎ → →

目標値
又は成果

規約改正 ２，０００円減 実施 実施

計画番号 ２－（３）－③ 担当課 商工観光課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 負担金減額

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

4，438，000円 900，000円 ０円 ０円

健全な財政運営

平成１６年度から保健福祉課における単独事業の見直しを実
施、今後も継続的に時局にあった事業の見直し・検討を行う。

財源の有効利用

道の駅の利用促進

平成１７年４月に開設した道の駅たるみずの利用促進を図り、
収益の向上を図ることで、指定管理料の減額を行う。

財政負担の軽減

係の再編及び見直しによる経費節減

耕地係の再編及び農業公社の設立に伴い、農林課の係所掌事務
を再検討し、係の統廃合により事務事業の推進と人件費の抑制
を図る。

・管理及び庶務部門の一元化及び農業
技術指導員の見直し　・人件費の抑制

垂水市有害鳥獣捕獲対策協議会の委員削減による経費節減

垂水市有害鳥獣捕獲対策協議会の規約を改正し，協議会構成員
を１名減らす。

謝金の節減
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（３）－③ 担当課 土木課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 コスト縮減

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ○ ◎ → →

目標値
又は成果

検討、試行 対18年度比5％削減 対18年度比5％削減 対18年度比5％削減

計画番号 ２－（３）－④ 担当課 財政課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
普通建設事業
費

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

個別に精査 個別に精査 個別に精査 個別に精査

計画番号 ２－（３）－④ 担当課 農林課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
補助金交付規則の
見直し

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

見直し・検討 見直し・検討
補助金交付規則の
見直し実施 実施

計画番号 ２－（３）－④ 担当課 農林課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
県営事業への
移行

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ ◎ → →

目標値
又は成果

見直年度（県協議） 実施 実施 実施

コスト縮減と共に、品質の確保を行なうこ
とにより高いサービスが提供できる。

道路、及び住宅等の建設、維持、管理に要する費用の節減を図
り、歳出を抑制する。

補助率の高い事業の推進に努める。
市執行事業より県執行事業による推進（中山間事業等）

一般財源負担の軽減

課で執行する各事業の経費の節減

公共事業の選択・決定

これまでの事業と同様に投資効果を考慮し、農業振興に必要な
事業の優先化を図る。また、市上乗せ分の見直しと実施。

農業振興と安定経営
一般財源の節減

公共工事の選択

投資的経費の見直し重点化

効果的な公共投資を実現するため、事業の規模、緊急性、優先
度を検討し、公共事業の峻別、見直しにより投資的経費の抑制
を推進

投資的経費に付随する市債発
行額の抑制、公債費の後年度
負担の縮減
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（３）－④ 担当課 土木課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 経費の削減

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ○ ◎ → →

目標値
又は成果

検討、試行 対18年度比5％削減 対18年度比5％削減 対18年度比5％削減

計画番号 ２－（３）－⑤ 担当課 財政課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
借入額

(市債発行額)

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

通常債発行
6億円以内

通常債発行
6億円以内

通常債発行
6億円以内

通常債発行
6億円以内

公債費の縮減

市債発行の総額抑制、交付税措置のある起債活用などを行い、
公債費の縮減を推進

義務的経費の公債費の減少、
経常収支比率及び実質公債費
比率の減少(適正化)

投資的経費の見直しと重点化

効果的な公共投資を実現するため、事業の見直しと整備必要箇
所の洗い出しを行ない、重点的に発注することにより経費の抑
制を推進する。
事業の見直しと、必要な事業を重点的に推
進することにより、市民ニーズにあった財
源を確保できる。
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（４）－① 担当課 学校教育課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 業務委託

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

調整 業務委託準備 業務委託 実施

計画番号 ２－（４）－② 担当課 企画課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 利用環境の向上

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ △ △

目標値
又は成果

教委移管終了
（業務委託検討）

共同運用開始
（業務委託検討） 業務委託検討 業務委託検討

計画番号 ２－（４）－② 担当課 生活環境課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 民営化

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ △ ◎

目標値
又は成果

公の施設調査・デ－
タ整備

公の施設調査・デ－
タ整備

公の施設調査・デ－
タ整備 民営化

計画番号 ２－（４）－② 担当課 農林課 
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 業務委託

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ △ △

目標値
又は成果

検討 検討 検討 検討

より効果的な運用が図られる

垂水市食肉センタ－の民営化

維持管理費の節減

給食センターの業務委託

学校給食調理業務及び配送業務の業務委託

人件費の抑制

垂水市と畜場運営協議会設置　１７年１１月
民営化に関する今後１０年間程度の各種推計デ－タ等の整備を行い、
関係機関と２１年度を目標に、民営化について協議する。

維持管理費の削減

生活改善センター、垂水市地方卸売市場の業務委託

民間委託等に関する指針を踏まえ、今後検討する。

垂水市情報センター業務委託の検討

財政改革プログラムに則って図書館との一体的な運営を目指
し、業務委託を検討する
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（５）－① 担当課 保健福祉課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
移行に伴う経
費削減

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

指定管理者制
度実施

指定管理者制
度実施

指定管理者制度実施

　更新作業
指定管理者制
度実施

計画番号 ２－（５）－① 担当課 保健福祉課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
移行に伴う経
費削減

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

指定管理者制
度実施

指定管理者制
度実施

指定管理者制度実施

　更新作業
指定管理者制
度実施

計画番号 ２－（５）－① 担当課 農林課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
指定管理者制
度の導入

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ ◎ → →

目標値
又は成果

農業公社設立準
備

指定管理者指定
の議決、協定

指定管理者制度実施 指定管理者制度実施

計画番号 ２－（５）－① 担当課 商工観光課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
維持管理費の削
減

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

管理運営体制、委
託方法の検討

管理運営体制、委
託方法の検討

１０万円 １０万円

堆肥センターの指定管理者制度の導入

農業公社の設立に向け検討中であるが、堆肥センター業務が公
社へ移行する計画としている。

行政管理下では制限されていた業務が
実施できる。管理運営費の縮減を図
る。

猿ヶ城渓谷キャンプ場の指定管理者制度の導入

平成18年度より代行制による指定管理者制度を導入済。今後、
利用料金制による指定管理者への移行について検討行う。

経営の効率化・活性化が図られ
る。

猿ヶ城キャンプ場の施設の維持管理について、公募による指定
管理者制度の導入により委託を行う。

指定管理者制度の導入

垂水中央病院運営に指定管理者制度の導入の推進

平成18年度より代行制による指定管理者制度を導入済。今後、
利用料金制による指定管理者への移行について検討行う。

経営の効率化・活性化が図られ
る。

コスモス苑運営に指定管理者制度の導入の推進
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（５）－① 担当課 社会教育課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
指定管理者制度
の導入

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ◎ →

目標値
又は成果

指定管理者制度導
入に向けた内部検
討

指定管理者制度導
入に向けた作業

指定管理者制度
導入

指定管理者制度
導入

計画番号 ２－（５）－① 担当課 生活環境課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
指定管理者制度の導
入

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ △ ◎

目標値
又は成果

管理運営体制、委
託方法の検討

管理運営体制、委
託方法の検討

指定管理者制度導
入に向けた作業

指定管理者制
度導入

計画番号 ２－（５）－① 担当課 社会教育課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
指定管理者制度導
入に向けた作業

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ △ ◎

目標値
又は成果

指定管理者制
度内部検討

指定管理者制
度内部検討

指定管理者制度導入
に向けた作業

指定管理者制
度導入

計画番号 ２－（５）－② 担当課 教委総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 中学校１校

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎　△ △ △ △

目標値
又は成果

大野小中学校の統合
組織の設立
統合準備・検討

中学校の統合準備
小学校の統合検討

中学校の統合準備
小学校の統合検討

中学校の統合準備
小学校の統合検討

垂水市潮彩町排水処理施設の指定管理者制度の導入

維持管理費の削減

教育環境の充実

児童・生徒の減少に伴い、学校規模の適正化を図るため、小中
学校の統廃合を推進

社会体育施設の指定管理者制度の導入

平成１９年度中に指定管理者の導入に向けた作業を行い、20年
度からの導入を目指す。

中央運動公園管理運営費等の削
減

垂水市潮彩町排水処理施設の維持管理について、公募による指
定管理者制度の導入により委託を行う。

垂水市文化会館の指定管理者制度の導入

垂水市文化会館の管理運営については公募による指定管理者制
度の導入により委託を行う。

経営の効率化・活性化が図られ
る。

小中学校の統合
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（５）－③ 担当課 保健福祉課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 利用人員

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

１４，０００人 １４，５００人 １５，０００人 １５，５００人

計画番号 ２－（５）－③ 担当課 社会教育課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 施設の利用者数

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

３５０人 ４００人 ４００人 ４００人

計画番号 ２－（５）－③ 担当課 社会教育課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
合宿・大会参
加者数

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

１５，０００人 １６，０００人 １７，０００人 ２０，０００人

スポーツ大会等の誘致による交流人口の増加対策

各競技連盟主催や民間主導によるスポーツ大会の開催や大学等
野球部の合宿誘致活動

旅館・市内商店街での利用増

大野地区公民館別館の効果的・効率的な管理運営
大野地区公民館別館の利用促進と青少年健全育成を目的とし、年間を
通した自然体験活動や合宿、キャンプを実施する。また鹿児島大学演
習林との連携により自然学校設立の推進及び指導者の育成やジュニア
リーダーの育成を図る。

自然体験を通して青少年の豊かな感性が育
つとともに、大野地区の活性化が図られ
る。

老人の外に子ども会、振興会等
による有効利用の拡大

老人憩の家の有効利用の充実

老人憩の家（中央及び新城地区の２箇所）で老人福祉の向上を
図りながら、地域子ども会を含め市民利用にも活用する。
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ２－（６） 担当課 財政課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 補助額

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

個別に精査 個別に精査 個別に精査 個別に精査

計画番号 ２－（７） 担当課 財政課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 システム導入

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ○ ◎

目標値
又は成果

県のシステム共
同開発への参
加

システムの運用
準備

システム試行 システム導入

計画番号 ２－（７） 担当課 税務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 電子申告の実施

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ △ △

目標値
又は成果

検討 検討 検討 検討

申告の簡素化

インターネットによる入札の実施

迅速な情報公開、入札の透明性
の確保,公正な競争入札の促
進、公共工事のコストの削減、
入札事務の効率化が期待でき
る。

電子申告の実施

インターネット及びメールでの確定申告並びに市税の申告を実
施し、申告事務の軽減化を図る。

各種団体等の運営補助金等の見直し

補助金の交付団体の自主的な事業展開及び内部努力を促し、設
立目的等の精査、効果の薄い補助金等の統廃合を行い、補助金
の見直しを実施

補助団体の自立、無駄のない有
効な補助金の支出

電子入札の導入
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→継続実施

計画番号 ３－（１）－① 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 総職員数の純減率

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

2.46% 2.81% 4.56% 6.67%

計画番号 ３－（１）－② 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 人数

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

８人 ２人 ２人 ２人

　鹿児島県市町村総合事務組合への加入を検討するとともに、
勧奨退職の促進に努める。

　新陳代謝による総人件費の抑
制

職員数の削減

　財政状況や行政需要の動向を考慮し、事務事業の見直しや組
織機構の見直しを進め、「垂水市新定員適正化計画」に基づ
き、定員管理を実施し、職員数の削減を図る。

　職員数の適正化及び総人件費
の抑制

勧奨退職の推進
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ３－（２)－① 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 適正水準の維持

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

適正水準の維持 適正水準の維持 適正水準の維持 適正水準の維持

計画番号 ３－（２)－② 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
人事管理シス
テムの導入

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ○ ○

目標値
又は成果

人事管理システ
ムの検討

人事管理システ
ムの検討

人事管理システ
ムの試行

人事管理システ
ムの試行

　新たに導入予定の人事管理システムを導入し、能力・業績主
義を基本とした人事評価制度、任用制度、給与制度及び能力開
発制度が相互に関連した制度を導入する。

　職員の意識・能力向上及び組織
の活性化が図られ、市民ニーズに
迅速かつ効率的に対応することが
できる。

給与の適正化

　給与制度については、国及び他の地方公共団体並びに民間事
業従事者の給与等を考慮し、適正な水準の維持を図る。

　職員給与の透明性・公平性の
確保

能力評価等の導入
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ３－（３)－① 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 課・係の統廃合

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

一部実施
検証

継続実施
検証

継続実施
検証

継続実施

計画番号 ３－（３）－② 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 複数の課で実施

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ○ ○ ◎ →

目標値
又は成果

検証 複数の課で試行 効果があった課で実施 効果があった課で実施

計画番号 ３－（３）－② 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 時差出勤の導入

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎○ → ◎ →

目標値
又は成果

一部実施
試行

一部実施
試行

全庁導入 継続実施

計画番号 ３－(３）－③ 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 廃止を含めた検討

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ △ △

目標値
又は成果

内部検討 内部検討
内部検討
地域との協議

内部検討
地域との協議

組織・機構の見直し

　意思決定時間短縮化、指示系統の簡素化及び責任所在の明確
化を図るため、統廃合を含めた組織・機構見直しを行うととも
に、組織の簡素化を図る。

　多様化する行政需要に効率的か
つ迅速に対応することが可能とな
る。

グループ制の導入

　グループ制については、現在、税務課において試行的に実施
しているが、検証した上で、より効果的で効率的なグループ制
を追及していく。

　人員の有効活用

勤務時間の弾力的運用

　給食調理員及び学校用務員並びに窓口業務については、一部
実施又は試行的実施をしたが、全庁的に時差出勤の導入など勤
務時間の弾力的な運用を取り組む。

市民ニーズへの即応
時間外手当縮減

支所の見直し

地区住民の感情を考慮しつつ、支所の存廃について検討する。

人件費その他経費の削減
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ３－（４)－① 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
人事管理シス
テムの導入

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ○ ○

目標値
又は成果

人事管理システ
ムの検討

人事管理システ
ムの検討

人事管理システ
ムの試行

人事管理システ
ムの試行

計画番号 ３－（４）－① 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標 年回数

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 → → → →

目標値
又は成果

各１２回 各１２回 各１２回 各１２回

計画番号 ３－（４)－② 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標

人材育成基本計画の
作成
（人事管理システム
とのリンク）

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎（△） →（△） →（○） →（○）

目標値
又は成果

人材育成基本計画の
策定、人事管理システ
ムの検討

人材育成基本計画の
運用、人事管理システ
ムの検討

人材育成基本計画の
運用、人事管理システ
ムの試行

人材育成基本計画の
運用、人事管理システ
ムの試行

計画番号 ３－（４)－③ 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
管理監督者（女性）
管理監督者（総数）

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ◎ → → →

目標値
又は成果

9.24%
（11人/119人）

10% 10% 10%

職員の意識改革

　職員が常に行財政改革推進の意識を持ち、コスト意識を徹底
し、市民サービスを意識した業務遂行に努めるよう職員の意識
改革を進めるために人事管理システムを構築する。

　職員の意識が向上することによ
り多様化、高度化する市民ニーズ
に対応することができる。

行革講演会等の実施
全職員を対象に様々な分野の講師を招いた行革講演会により、経営感覚に立
脚した行政への取り組みの検証を、また、管理職としての庁内の共通認識共
有及び改革推進のための課長会勉強会を実施、さらなる職員の意識改革を
図っていく。

職員の意識改革

職場内外の研修

　職員の行財政運営能力、政策形成能力、法制能力及び創造的
能力等幅広い見識を身につけさせるため、職場内外の研修を推
進する。

人材育成、能力開発が推進され、
職員が意識向上し、市民ニーズに
即応できる。

女性職員の登用

　女性職員の管理職・指導的役職（係長級以上）への登用を促
進する。

男女共同参画社会形成の推進
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「取組内容」の凡例
△：検討　　○：試行　　◎：実施　　→：継続実施

計画番号 ３-（５) 担当課 総務課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
人事管理シス
テムの導入

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 △ △ ○ ○

目標値
又は成果

人事管理システ
ムの検討

人事管理システ
ムの検討

人事管理システ
ムの試行

人事管理システ
ムの試行

計画番号 ４－（１） 担当課 企画課
推進項目

計画概要

期待される効果 数値目標
評価の確立と
効果的活用

計画年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度
取組内容 ○ ○ ◎ →

目標値
又は成果

事務事業評価
施策・政策評価

事務事業評価
施策・政策評価
外部評価

事務事業評価
施策・政策評価
外部評価

事務事業評価
施策・政策評価
外部評価

平成１７年度から導入している行政評価を継続実施する。評価
結果の行政運営への反映、市民への説明責任等の更なる充実を
図り、より効果的な行政評価システムを構築する。

行政資源の重点的、優先的な配
分を的確に行なえる。

新たな人事管理制度の検討

　職員個々人の能力を最大限に引出し、組織の活性化を図るた
めに新たな人事管理システムを検討します。

　能力・業績主義を基本とした人事管
理システムを導入することにより、職
員の意識・能力向上と組織活性化が図
られ、多様化・高度化する市民ニーズ
に迅速かつ効率的に対応することがで
きる。

行政評価システムの推進
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